
鶴
岡
市
議
会
９
月
定
例

会
が
９
月

日
閉
会
し
ま

25

し
た
。

平
成

年
度
決
算
議

26

案
、
補
正
予
算
、
条
例
改

正
な
ど
を
可
決
・
認
定
し

ま
し
た
。

日
本
共
産
党
市
議
団

は
、

年
度
決
算
議
案
と

26

羽
黒
地
区
及
び
温
海
地
区

の
学
校
統
廃
合
、
温
海
地

区
公
民
館
の
廃
止
と
コ
ミ

セ
ン
化
、
藤
島
こ
り
す
保

育
園
の
民
営
化
（
指
定
管

理
）
、
羽
黒
地
区
の
い
で

は
文
化
記
念
館
の
民
営
化

（
指
定
管
理
）
の
条
例
改

正
に
反
対
し
ま
し
た
。

「
所
得
税
法

条
廃

56

止
」
請
願
は
不
採
択

ま
た
、
鶴
岡
民
主
商
工

会
か
ら
提
出
さ
れ
て
い

た
、
所
得
税
法
の
第

条
56

の
廃
止
（
白
色
申
告
で
も

家
族
労
働
を
必
要
経
費
と

し
て
認
め
る
こ
と
）
を
求

め
る
請
願
は
、
共
産
党
、

市
民
ク
ラ
ブ
、
無
所
属
議

員
が
賛
成
し
ま
し
た
が
、

新
政
ク
ラ
ブ
と
政
友
・
公

明
ク
ラ
ブ
の
反
対
で
不
採

択
と
さ
れ
ま
し
た
。

日
の
本
会
議
で
の
決

25
算
議
案
に
対
す
る
加
藤
太

一
議
員
の
反
対
討
論
の
概

要
は
以
下
の
通
り
で
す
。

◇

◇

◇

議
題
と
な
っ
て
い
る
決

算
議
案
３
件
に
つ
い
て
、

日
本
共
産
党
市
議
団
を
代

表
し
て
反
対
の
討
論
を
行

う
。

ま
ず
、

年
度
決
算
に

26

反
対
す
る
主
な
理
由
は
、

消
費
税
増
税
に
伴
う
各

種
使
用
料
、
手
数
料
等
の

引
き
上
げ
、

地
域
支
所
機
能
の
縮

小
、
福
祉
分
野
の
民
間
委

託
の
推
進
、

職
員
削
減
と
一
部
昇
級

停
止
、
非
正
規
職
員
の
雇

い
止
め
な
ど
労
働
条
件
の

引
き
下
げ
、

当
初
予
定
の
２
倍
に
な

っ
た
新
文
化
会
館
建
設
の

計
画
及
び
契
約
過
程
の
問

題
、地

区
公
民
館
の
廃
止
と

コ
ミ
セ
ン
化
、

学
校
統
廃
合
の
推
進
と

幼
稚
園
の
廃
止
、

国
民
健
康
保
険
の
高
す

ぎ
る
国
保
税
へ
の
対
応
の

欠
如
、

介
護
保
険
の
保
険
料
の

引
き
上
げ
と
給
付
の
削

減
、基

幹
産
業
で
あ
る
農

業
、
と
り
わ
け
低
米
価
対

策
へ
の
対
応
の
不
足
、

先
端
生
命
科
学
研
究
所

へ
の
突
出
し
た
補
助
金
の

支
出
、

差
別
医
療
で
あ
る
後
期

高
齢
者
医
療
制
度
、

等
で
あ
る
。

子
ど
も
の
医
療
費
を
中

学
生
ま
で
完
全
無
料
化
し

た
こ
と
は
高
く
評
価
す

る
。

（
２
面
に
つ
づ
く
）
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鶴
岡
市
合
併

周
年
の
検
証

10
た
」
と
い
う
内
容
で
し
た
。
▽
し
か
し

現
実
に
は
、
特
に
旧
５
町
村
の
市
民
か

ら
「
負
担
増
と
サ
ー
ビ
ス
削
減
、
住
民

の
声
が
届
か
な
く
な
っ
た
」
と
い
う
圧

倒
的
な
声
が
出
さ
れ
て
い
ま
す
。
来
年

度
か
ら
は
地
方
交
付
税
の
減
額
が
始
ま

り
ま
す
（
Ｈ

年
か
ら
は
、
年
間
約

33

36

億
円
の
減
）
▽
今
回
の
学
習
会
で
、
合

併
を
正
し
く
総
括
す
る
に
は
、
平
成
の

大
合
併
が
全
国
で
地
域
を
衰
退
さ
せ
た

こ
と
を
正
し
く
認
識
す
る
と
と
も
に
、

何
よ
り
も
住
民
の
暮
ら
し
の
目
線
が
必

要
で
あ
る
と
い
う
こ
と
が
は
っ
き
り
と

認
識
で
き
ま
し
た
。（

県
議

関

徹
）

▽
９
月

日
24

（
木
）
に
学

習

会

を

行

い
、
党
鶴
岡

市
議
団
の
報

告
、
自
治
体

問
題
研
究
所
理
事
長
の
岡
田
知
弘
先
生

の
「
平
成
の
大
合
併
と
こ
れ
か
ら
の
地

域
づ
く
り
～
真
の
地
方
創
生
を
考
え

る
」
と
題
し
た
講
演
を
聞
き
ま
し
た
。

▽
９
月
は
新
聞
各
紙
が
合
併
に
関
す
る

記
事
を
掲
載
し
て
い
ま
す
が
、
い
ず
れ

も
、「
財
政
の
改
善
」「
特
例
債
を
使
っ

た
基
盤
整
備
」
「
行
政
能
力
の
向
上
」

な
ど
を
挙
げ
て
、
「
合
併
し
て
良
か
っ

2015年９月議会　賛否が分かれた議案　（○賛成　●反対）
市民クラブ 無 無 共産党 政友公明 新政クラブ
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岡
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上
野
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一
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五
十
嵐
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小
野
寺
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克

佐

藤

博

幸

佐

藤

久

樹

菅

原

一

浩

本

間

信

一

本
間
新
兵
衛

野

村

廣

登

齋

藤
　

久

今

野

良

和

神

尾
　

幸

五
十
嵐
庄
一

渋

谷

耕

一

26年度一般会計及び特別会計決算、病院及び水道

企業会計決算の認定
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 議● ● ● ○ ○

藤島こりす保育園の民営化により指定管理者の指定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 長● ● ● ○ ○

小学校統廃合(羽黒三小と羽黒四小が統合し広瀬小

に。五十川小、福栄小、山戸小、温海小が統合し
あつみ小に）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○● ● ● ○ ○

温海公民館を廃止し温海ふれいあセンターに指定

管理の導入
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○○ ● ● ● ○ ○

羽黒地域のいでは文化記念館に指定管理の導入 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○○ ● ● ● ○ ○

所得税法第56条の廃止を求める請願 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

※佐藤峯男議員は９月議会から無会派

合
併

年
、
地
域
活
性
化
を

10

加
藤
太
一
議
員
が
決
算
議
案
に
反
対
討
論



日
本
共
産
党
の
関
徹
県

議
の
主
催
に
よ
る
「
平
成

の
大
合
併
と
こ
れ
か
ら
の

地
域
づ
く
り
～
真
の
地
方

創
生
を
考
え
る
～
」
を
テ

ー
マ
に
し
た
学
習
会
が
24

日
、
鶴
岡
市
勤
労
者
会
館

で
開
か
れ
、
自
治
体
問
題

研
究
所
理
事
長
の
岡
田
知

弘
氏
（
京
都
大
学
大
学
院

経
済
学
研
究
科
教
授
）
が

講
演
し
ま
し
た
。

酒
田
市
や
庄
内
町
か
ら

も
参
加
し
、

数
人
が
聴

40

講
し
ま
し
た
。

関
徹
県
議
が
主
催
者
あ

い
さ
つ
を
行
い
、
日
本
共

産
党
鶴
岡
市
議
団
の
加
藤

鉱
一
議
員
が
「
合
併

年
10

目
を
迎
え
た
鶴
岡
市

政
」
に
つ
い
て

㌻
24

に
わ
た
る
報
告
書
の

要
点
を
説
明
し
ま
し

た
。

「
地
方
創
生
」
は
道

州
制
ま
で
の
つ
な

ぎ
岡
田
氏
は
、
は
じ

め
に
「
大
災
害
と
グ

ロ
ー
バ
ル
化
の
時
代

に
地
域
を
ど
う
と
ら
え
る

か
」
と
問
題
提
起
し
、「
住

民
の
命
と
基
本
的
人
権
の

尊
重
、
国
土
及
び
地
球
規

模
で
の
自
然
環
境
と
の
共

生
を
い
か
に
図
っ
て
い
く

か
」が
重
い
課
題
で
あ
り
、

「
地
域
が
あ
っ
て
は
じ
め

て
国
や
世
界
が
あ
り
、
そ

の
逆
で
は
な
い
」
「
経
済

の
グ
ロ
ー
バ
ル
化
の
中

で
、
多
国
籍
企
業
が
活
動

し
や
す
い
国
の
形
を
求

め
、
市
町
村
合
併
や
道
州

制
、
そ
し
て
『
戦
争
が
で

き
る
国
』
づ
く
り
が
進
め

ら
れ
て
き
た
」
と
述
べ
ま

し
た
。

岡
田
氏
は
、
政
府
が
言

う
「
地
方
創
生
」
は
道
州

制
導
入
ま
で
の
つ
な
ぎ
で

あ
り
、
す
で
に
国
家
戦
略

特
区
で
規
制
緩
和
を
通
し

て
ロ
ー
ソ
ン
（
新
潟
市
）
、

オ
リ
ッ
ク
ス
不
動
産
・
ヤ

ン
マ
ー
（
養
父
市
）
な
ど

が
進
出
し
て
い
る
と
具
体

例
を
あ
げ
、
日
本
経
団
連

の
道
州
制
構
想
と
「
戦
争

が
で
き
る
国
」
の
関
係
を

解
き
明
か
し
ま
し
た
。

平
成
大
合
併
は
交
付

税
削
減
と
財
源
の「
大

都
市
再
生
」
へ
の
集
中

平
成
大
合
併
に
つ
い

て
、
「
財
務
省
・
総
務
省

の
最
大
の
推
進
理
由
は
、

財
政
危
機
解
消
と
行
政
改

革
で
あ
り
、
地
方
交
付
税

交
付
金
の
削
減
と
財
源
の

『
大
都
市
再
生
』
プ
ロ
ジ

ェ
ク
ト
へ
の
集
中
に
あ

る
」
と
述
べ
、
「
合
併
し

た
ほ
と
ん
ど
の
自
治
体
に

お
い
て
地
域
経
済
が
衰
退

し
、
人
口
減
少
傾
向
が
続

き
、
『
こ
ん
は
な
ず
で
は

な
か
っ
た
』
と
な
っ
て
い

る
」
と
述
べ
ま
し
た
。

合
併
し
て

も
地
域
経
済

が
衰
退
す
る

要
因
に
つ
い

て

岡

田

氏

は
、
「
地
域

経
済
発
展
の

決
定
的
要
素

は
、
地
域
経

済
に
お
け
る

『
地
域
内
再

投
資
力
』
。

そ
の
中
で
大

き
な
役
割
を

果
た
す
自
治

体
財
政
が
合

併
で
、
と
り
わ
け
周
辺
部

の
旧
町
村
で
地
域
内
再
投

資
力
（
公
共
調
達
、
職
員

給
与
）
を
奪
い
、
地
域
経

済
を
委
縮
→
担
税
力
の
低

下
、
地
域
経
済
の
一
層
の

衰
退
を
必
然
化
さ
せ
る
。

周
辺
部
と
な
っ
た
地
域
を

中
心
に
住
民
自
治
機
能
が

低
下
し
、
災
害
対
応
力
の

低
下
が
懸
念
さ
れ
る
」
と

明
ら
か
に
し
ま
し
た
。

住
民
・
地
元
企
業
・
農

家
と
自
治
体
の
協
働
が

カ
ギ地

域
経
済
の
持
続
的
発

展
の
カ
ギ
を
握
る
の
は
、

「
大
き
な
役
割
を
占
め
る

自
治
体
の
投
資
力
で
あ

り
、
自
治
体
が
ワ
ー
キ
ン

グ
プ
ア
を
無
く
し
、
地
域

経
済
の
底
上
げ
を
行
う
こ

と
」
「
住
民
・
地
元
企
業

・
農
家
が
地
域
づ
く
り
の

担
い
手
に
な
り
、
自
治
体

と
の
協
働
の
取
り
組
み
を

行
う
こ
と
」
と
述
べ
ま
し

た
。最

後
に
、
そ
の
た
め
に

は
住
民
が
地
域
を
知
り
、

科
学
的
に
将
来
を
見
通
せ

る
「
地
域
学
」
の
場
で
あ

る
自
治
研
や
ま
ち
研
活
動

の
強
化
が
不
可
欠
だ
と
し

て
、
研
究
会
の
組
織
化
を

呼
び
か
け
ま
し
た
。

（
１
面
の
つ
づ
き
）

本
市
は
間
も
な
く
合
併

年
を
迎
え
る
。

10
こ
の
間
、
本
市
で
進
め

ら
れ
て
来
た
の
は
、
「
合

併
に
よ
る
行
政
の
効
率
化

と
地
方
交
付
税
の
算
定
替

え
に
備
え
て
」
と
称
す
る
、

公
的
施
設
の
民
間
委
託
、

公
共
投
資
の
中
心
部
集

中
、
職
員
の
削
減
と
非
正

規
職
員
の
増
加
、
地
域
支

所
の
縮
小
、
特
色
あ
る
市

民
サ
ー
ビ
ス
の
廃
止
と
市

民
負
担
の
増
大
で
あ
っ
た

と
思
う
。

こ
の
や
り
方
は
、
自
治

体
が
持
っ
て
い
た
地
域
へ

の
経
済
の
投
資
を
減
ら

し
、
地
域
内
の
経
済
循
環

を
弱
め
、
地
域
内
で
の
投

資
、
再
投
資
を
を
弱
め
て

地
域
を
停
滞
・
衰
退
さ
せ

て
い
る
。

国
は
失
敗
を
認
め
た

合
併

年
を
節
目
に
改

10

め
て
問
い
直
す
べ
き

平
成
の
大
合
併
に
つ
い

て
言
え
ば
、
第

次
地
方

29

制
度
調
査
会
答
申
で
、
政

府
に
よ
る
合
併
政
策
を
休

止
す
る
と
宣
言
し
、
そ
の

失
敗
を
認
め
て
い
る
。

鶴
岡
市
の
人
口
減
少
は

こ
の

年
で
１
万
１
６
８

10

１
人
、
８
・
１
％
の
減
少
。

朝
日
、
温
海
地
域
は
約

２
割
の
減
少
だ
。

財
政
指
標
で
は
、
行
財

政
改
革
で
歳
出
削
減
を
行

っ
た
結
果
と
し
て
、
実
質

公
債
費
比
率
や
経
常
収
支

比
率
の
財
政
指
標
は
改
善

さ
れ
て
い
る
が
、
肝
心
の

財
政
力
指
数
は
改
善
さ
れ

ず
全
国
平
均
を
下
回
っ
て

い
る
。

な
ぜ
そ
う
な
っ
た
の
か

検
証
が
必
要
だ
と
思
う
。

今
、
真
に
問
わ
れ
て
い

る
の
は
、
地
方
自
治
と
は

何
か
、
地
方
自
治
体
は
何

を
す
べ
き
か
、
合
併

年
10

を
節
目
に
改
め
て
問
い
直

す
こ
と
だ
。

「
住
民
の
生
命
と
財
産

を
守
り
、
基
本
的
人
権
を

擁
護
す
る
」
と
い
う
地
方

自
治
の
役
割
を
発
揮
し
、

市
民
の
幸
福
度
と
い
う
も

の
を
念
頭
に
置
き
、
そ
れ

を
高
め
る
市
政
運
営
を
期

待
し
て
討
論
と
す
る
。

平
成
の
大
合
併
と
こ
れ
か
ら
の
地
域
づ
く
り

関
徹
県
議
主
催
の
学
習
会
を

数
人
聴
講
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９月24日、新文化会館の建築現場視察が行われ、

日本共産党市議団も参加しました。

現在、地下の基礎工事が進んでいます。

市民への一般見学会が10月12日（月）午後に２回

行われます。(要予約、申込み先・鶴岡市教育委員会)


